
経
営
課
題
の
解
決
支
援

継続的な経営課題の解決支援を通じて、
お客さまの成長・発展をサポートしています。

　中小企業事業は、「公庫のＤＮＡ」（①財務書類の精査、②お客さまとの対話、③現場に足を運ぶこと）を発揮し、 「往診型のホー
ムドクター」として、対話を通じて個々の企業の経営課題を把握し、お客さまが発展していくために必要な情報の提供や、経営
に関するアドバイスを継続的に行っています。
　当事業では、長年蓄積してきた中小企業経営に関するノウハウや全国約4.3万先のお客さまの情報をデータベース化した独
自のシステムを構築し、顧客支援サービスに活用しています。
　当事業の提供する情報は、個々の企業のニーズに応じた、いわば“オーダーメイド”の情報であり、このような「生きた情報」
の提供と目利き能力を活かしたアドバイスにより、お客さまをバックアップしています。
　また、ご相談内容に応じて、連携する外部専門家への橋渡しも実施しています。

「往診型のホームドクター」として経営課題の解決を支援

経営課題の解決支援

中小企業事業の顧客支援サービス

 お　客　さ　ま

対話を通じた各種ニーズへの
対応・課題解決支援

公庫職員

「公庫のＤＮＡ」

「往診型のホームドクター」

財務書類
の精査

お客さま
との対話

現場に
足を運ぶ

定期的な訪問でお客さまを診察（課題把握）し、お客さまの状態に応じて
適切な診断（解決策提示）を行うことのできる身近で頼りになる存在

顧客支援
ツール等

外部
ネットワーク等

●わかりやすい企業診断

●ＳＷＯＴ分析

●事業承継診断

●ビジネスマッチング

●M＆Aマッチング

●全国ビジネス商談会等

●中小企業支援実施機関

●経営革新等支援機関

●税理士・公認会計士等

●中小企業診断士等

提案
アドバイス相談提供 紹介

連携

相談

平成30年度実績

主要なもの 件数

わかりやすい企業診断 35,690件

ビジネスマッチング 810件

情報提供・外部ネットワークの活用
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顧客支援ツール

　中小企業事業のお客さま約4.3万先のデータに基づく同業
者比較、決算データの時系列分析、損益分岐点分析、付加
価値分析など、お客さまの財務を多面的な角度から分析する

「わかりやすい企業診断」を提供しています。

　企業の持つ「強み」(Strength)と「弱み」(Weakness)、事業
を取り巻く「機会」(Opportunity)と「脅威」(Threat)を明確化
したＳＷＯＴ分析により、お客さまの経営戦略策定をサポート
しています。

　「経営情報」や「ＪＦＣ中小企業だより」等を発行し、お客さま
に役立つ情報を随時ご提供しています。

◦経営情報
　中小企業施策や企業経営に役立つトピックス等をとりまと
め、広くPRするためのリーフレットです。

◦JFC中小企業だより
　特徴ある企業へのインタビュー記事(有効事例)を通じて経
営課題解決の一助としていただくツールです。

◦事例集
　お客さまが、公庫制度（新事業育成資金、海外展開・事業
再編資金、企業再建資金等）を活用し、事業の成長・発展、
再生を実現した事例を収録しています。

わかりやすい企業診断

SWOT分析

経営に役立つ情報の提供

わかりやすい企業診断

SWOT分析表

経営情報

JFC中小企業だより

事例集

今後5年以内に特例承継計画を提出し、10年以内に実際に承継を行う者が対象

2018.5.29NO.413

平成30年度税制改正のポイント

本号では平成30年度税制改正の概要を、中小企業経営に関連する項目を中心にご紹介します。

主 な 改 正 項 目

１．【拡充・創設】中小企業経営者の次世代経営者への引継ぎを支援する税制措置

２．【創設】中小企業の投資を後押しする大胆な固定資産税の特例の創設

３．【拡充・延長】中小企業の賃上げ支援強化（所得拡大促進税制の拡充）

４．【創設】省エネ再エネ高度化促進投資税制

５．【延長】中小企業者等の少額減価償却資産の取得価額の損金算入の特例

１．【拡充・創設】中小企業経営者の次世代経営者への引継ぎを支援する税制措置

　中小企業においては、65歳以上の経営者が全体の約４割を占めており、今後数年で多くの中小

企業が事業承継のタイミングを迎えると想定されますが、半数近くの企業でその準備が進んでい

ません。　こうしたなか、事業承継を強力に後押しし、円滑な世代交代を通じた生産性向上を図るため、

事業承継税制が抜本的に拡充されました。また、M＆Aを通じた事業承継についても、新たに支

援策が創設されました。

2018.7.24

NO.4142018年版中小企業白書のポイント　2017年度の我が国経済は緩やかな改善傾向が続き、経常利益が過去最高水準で推移するなど中小企

業を取り巻く状況も改善傾向にあります。他方で、改善の度合いは業種や地域によってばらつきがある

こと、良好な収益環境に比して設備投資に力強さが欠けていること、中小企業が円滑に価格転嫁できる

ような収益力を十分に獲得できていないこと等の課題も存在しています。なかでも、大企業と中小企業

の労働生産性の格差拡大は顕著であり、中小企業の生産性向上は急務であると言えます。

　今回の中小企業白書の第1部では、最近の中小企業の動向についての分析に加え、中小企業の労働生

産性等について分析を行っています。第2部では、人手不足の現状を分析した上で、中小企業の生産性

向上に向けた取組みについて分析を行っています。具体的には、業務プロセスの見直し、人材活用面の

工夫、IT利活用、設備投資、M＆Aを中心とする事業再編・統合について取上げています。

　本号では、その中から、中小企業の動向、人手不足の現状と業務プロセスの見直し、IT利活用及びM

＆Aを中心とする事業再編・統合を通じた労働生産性の向上に焦点を当てて、ご紹介します。

中小企業の動向　中小企業の業況判断DIは、足下の2017年では年間を通じて緩やかな改善基調にあり、リーマン・

ショック前の2007年を上回っている。〈企業規模別業況判断DIの推移〉

資料：中小企業庁・（独）中小企業基盤整備機構「中小企業景況調査」

（注） 1． 景況調査の業況判断 DI は、前期に比べて、業況が「好転」と答えた企業の割合（％）から、「悪化」と答えた企業の割合（％）を引いたもの。

 2． ここでは、中小企業とは中小企業基本法第 2 条第 1 項の規定に基づく「中小企業者」、小規模事業者とは中小企業基本法第 2 条第 5 項の 

規定に基づく「小規模企業者」、中規模企業とは中小企業から小規模事業者を除いた企業をいう。

2018.9.25

NO.415

事業承継税制活用の
ポイント

　中小企業におい
ては、65歳以上の

経営者が全体の約
４割を占めており

、今後数年で多く
の中小企業が

事業承継のタイミ
ングを迎えると想

定されますが、半
数近くの企業でそ

の準備が進んでい
ません。こうし

た現状を受けて、国
は今後10年間を事

業承継支援の集中
実施期間と定め、様

々な支援施策を整
えています。

　かかるなか、平
成30年度税制改正

において、「非上場
株式等についての

贈与税・相続税の
納税猶予・

免除制度」（以下、
「事業承継税制」）

が抜本的に拡充さ
れ、10年間の時限

措置として特例措
置が設けら

れました。

　本号では事業承
継税制の概要（一

般措置及び特例措
置）とその活用の

ポイントについて
、具体的な活

用イメージを中心
にご紹介します。

〈事業承継税制（
一般措置）の概要

〉

「非上場株式等に
ついての相続税・贈

与税の納税猶予及
び免除の特例のあ

らまし（平成 30 年
4 月）」（国税庁）

（https://www.nt
a.go.jp/publication

/pamph/sozoku-z
oyo/201707/pdf/0

0.pdf）を加工して作
成

納税リスク
やむを得ない
理由があるなど
一定の場合

1．事業承継税制（
一般措置）の概要

　事業承継におけ
る課題のひとつと

して、個人間の株
式移転にかかる贈

与税・相続税の負
担が挙

げられます。こう
した課題に対応す

るため、平成21年
度に事業承継税制

が創設されました
が、こ

の一般措置は、納
税猶予を受けて承

継してから 5年間
の従業員数が平均

8割を下回った場
合、利

子税を付して全額
納付が必要になる

など、相応の納税
リスクが伴うもの

となっています。

2018.11.27

NO.416

地域未
来投資

促進法
の概要

につい
て

　日本
国内の

地域経
済は、

企業収
益や雇

用が好
調な一

方、従
来型の

製造業
等の設

備投資
が力強

さを欠
く等、

課題も
存在し

ていま
す。

　こう
した課

題を解
決する

ため、
地域の

特性を
活かし

た成長
性の高

い新た
な分野

に挑戦
する取

組みを
支

援する
ことを

目的と
して、

平成2
9年7

月に「
地域経

済牽引
事業の

促進に
よる地

域の成
長発展

の基盤
強

化に関
する法

律」（
以下、

地域未
来投資

促進法
）が施

行され
ました

。

　地域
未来投

資促進
法に基

づき、
承認を

受けた
地域経

済牽引
事業計

画に対
し、各

種の支
援措置

が講じ
ら

れてい
ます。

　本号
では、

計画の
承認か

ら支援
措置に

至るま
での流

れにつ
いて、

ご紹介
します

。

（出所
）経済

産業省
資料

地域未
来投資

促進法
につい

て

　平成
29年 7

月31日
、地域

の成長
発展の

基盤強
化を目

的とす
る「地

域未来
投資促

進法」
が施行

さ

れまし
た。

　地域
未来投

資促進
法とは

、地域
の特性

を活か
して高

い付加
価値を

創出し
、地域

の事業
者に対

す

る経済
的波及

効果を
与える

ことに
より地

域経済
を牽引

する事
業（以

下、「
地域経

済牽引
事業」

）に

対して
、各種

支援措
置を講

ずる法
律です

。

平成
31年

度中
小企
業関
係補
助金
のポ
イン
ト

（平
成3
0年
度第
2次
補正
予算
関連
等を
含む
）

　平
成3
1年
度に
おけ
る経
済産
業省
関係
予算
案の
ポイ
ント
は、
①デ
ータ
を核
とし
たオ
ープ
ンイ
ノベ
ーシ
ョ

ンの
推進
によ
るS
oci
ety
5.0
の実
現、
②新
たな
「ル
ール
ベー
ス」
の通
商戦
略、
③地
域・
中小
企業
の新
た

な発
展モ
デル
の構
築、
④エ
ネル
ギー
転換
等を
通じ
た環
境と
成長
の好
循環
等と
なっ
てい
ます
。

　本
号で
は、
これ
らの
中か
ら主
に③
地域
・中
小企
業の
新た
な発
展モ
デル
の構
築に
焦点
をあ
て中
小企
業関

係補
助金
の一
部を
ご紹
介し
ます
が、
各地
自治
体に
おい
ても
地域
の事
情に
応じ
て様
々な
支援
メニ
ュー
が用

意さ
れて
いま
す。
詳し
くは
、国
・都
道府
県・
市町
村の
施策
が簡
単に
検索
・比
較検
討で
きる
、イ
ンタ
ーネ
ッ

トサ
ービ
ス「
ミラ
サポ
」で
ご確
認く
ださ
い。

（注
）本
号に
掲載
され
てい
る補
助金
情報
は、
発行
時点
のも
ので
す。
最新
の情
報は
中小
企業

庁の
ホー
ムペ
ージ
また
は「
ミラ
サポ
」等
でご
確認
くだ
さい
。

地域
・中
小企
業の
新た
な発
展モ
デル
の構
築

2019.3.7

NO.4
17

地域
未来
投資
促進
事業

●　
地域
にお
ける
継続
的な
イノ
ベー
ショ
ン創
出に
向け
た総
合的
な支
援体
制を
強化
する
とと

もに
、新
事業
のた
めの
ノウ
ハウ
獲得
、事
業体
制の
整備
、事
業化
戦略
の策
定、
もの
づく
り・

サー
ビス
の開
発、
事業
化・
市場
獲得
まで
、一
体的
に支
援し
ます
。

・も
のづ
くり
・サ
ービ
スの
開発
（戦
略的
基盤
技術
高度
化・
連携
支援
事業
）

　中小ものづくり高度化法の計画認定または地域未来投資促進法の計画承認を受けた中

小企業が、大学・公設試等と連携して行う研究開発、試作品開発及び販路開拓等への取

組みを最大３年間支援します。

　また、中小企業等経営強化法の新連携計画認定を受けた中小企業が行う新たなサービ

スモデル開発等を２年間支援します。

※　サービスについては、地域未来投資促進法の計画承認を受けた者が参画する事業は審査において優遇

・事
業化
・市
場獲
得（
戦略
分野
にお
ける
地域
経済
牽引
事業
支援
事業
）

　地域未来投資促進法の計画承認を受けた事業者が中小企業と連携して行う、戦略分野

（先端ものづくり（医療機器、航空機、新素材等）、
地域商社、観光等）における事業化

や設備投資を支援します。

補助
上限
額　【

ものづくり】4,50
0万

円
※1 　【

サービス】3,00
0万

円
※2

※1 　
31年

度から3年
間の総額で9,75

0万
円、単年度で4,50

0万
円を超えない範囲で、柔軟に研究開発計画

を策定し、補助を受けることが可能

※2 　
2年

目は3,00
0万

円か初年度の補助金交付決定額と同額のいずれか小さい額

補助
率 【ものづくり】2/3

 

【サービス】1/2
　※IoT

、AI等
の先端技術活用の場合は2/3

補助
対象
者　中小企業者、中小企業者と連携して補助事業を行う非中小企業者

補助
上限
額　1者

　2,50
0万

円、2者
　5,00

0万
円、3者

　7,50
0万

円、4者
以上　1億

円（非

 

中小企業者を含む場合には、連携数にかかわらず上限額5,00
0万

円とする。）

補助
率 1/3

（非中小企業は1/4
）

平成30年3月

Global
Challenge

事業資金相談ダイヤル

0120-154-505
（行こうよ！ 公 庫）

https: / /www. jfc.go. jp/

本店：〒100-0004
東京都千代田区大手町1-9-4

お問い合わせ窓口

詳しくは日本公庫 中小企業事業の窓口または事業資金相談ダイヤルにお問い合わせください。

外貨貸付を活用して為替リスクを低減
スタンドバイ・クレジット（SBLC）制度

メイン銀行と連携したスタンドバイ・クレジット制度を活用して為替リスクを回避

海外展開・事業再編資金

海外展開・事業再編資金（外貨貸付）

海外展開・事業再編資金を活用して輸出を強化
1
2
3

成長する海外市場、日本公庫とともに挑戦する中小企業

新
た
な
ビ
ジ
ネ
ス
展
望
。

活
躍
の
場
を
海
外
へ
。

Global
Challenge

海外展開支援事例

メイン

2
3

新
た
な
ビ
ジ
ネ
ス
展
望
。

活
躍
の
場
を
海
外
へ
。

中
小
企
業
が
挑
む
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン

T
A

K
E

 A
C

T
IO

N

中小企
業の新

事業事
例集

未来を

仕事
つくる
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　中小企業事業では、面談を通じて把握したお客さまの販路開拓ニーズや仕入・外注先開拓ニーズ等に対し、独自のマッチン
グ専用システムも活用して、業種・地域・製商品等を絞り込み、約4.3万先のお客さまの中からニーズに適合しそうなマッチン
グ候補先を選定する等、お客さま同士の引き合わせをハンズオンで支援しています。
　また、全国ビジネス商談会の開催等、お客さまに対するマッチングの場の提供にも力を入れています。

マッチングサービス

「全国ビジネス商談会」

マッチング事例

　中小企業事業では、平成31年2月25日、パシフィコ横浜にて
第11回「全国ビジネス商談会」を開催しました。
　本商談会には、中小企業事業のお客さまだけではなく、協賛
機関から推薦のあったお客さまも加わり、全国から過去最高の
961社、約2,100名が参加しました。
　また、大手企業へ販路を拡大したいという参加企業のニーズ
に応え、大手企業39社を招聘したほか、中小企業基盤整備機構、
東京中小企業投資育成及び日本貿易振興機構（JETRO）の相談
ブースを設け、各種経営に関する相談に対応しました。
　さらには、今回から新たに神奈川県内の民間金融機関６機関
が協賛し、それぞれ専用ブースを設置したほか、商談会の一層
の活性化を図るため、会場スペースを前回比約1.6倍に拡大しました。
　参加者からは、「今まで縁がなく接触できずにいた大手企業に対して直接ＰＲでき、非常に良い機会であった。来年も参加したい」

（参加企業）、「将来の発注候補先として新たな企業と知り合うことができた」（大手企業）といった声が聞かれました。

【外注候補先選定をサポートしたケース】
・Ａ支店の担当者は、自動車部品メーカーのＢ社から、15〜200トンクラスの樹脂成形用金型製造が可能な企業を探してほしいと
の相談を受け、独自のマッチングシステムを活用し、隣県のＣ支店のお客さまであるＤ社を候補先として選定のうえ、担当者に連
絡しました。
・Ｃ支店担当者が、Ｄ社に対し面談希望の有無等を打診したところ、「是非一度話をしたい」との回答があったため、両社の引き合
わせに向けた調整を実施しました。

マッチングスキーム

公庫職員
（Ａ支店）

公庫職員
（C支店）

両社の引き合わせを実現

B
社

D
社

連携
面談希望確認

面談希望伝達

相談

条件確認（ニーズ深掘り）

「全国ビジネス商談会」を契機に大手企業と口座開設に至った事例（第10回の事例）

参加企業概要 北関東所在の製缶板金業者（A社）

A社の商談状況
・A社は、販路拡大及び外注先確保を目的に商談会に参加し、5社と商談を実施した。
・このほか、当初予定外だったが、これまで取引のなかった大手企業（B社）から「以前からA社に興味を持っていた」と直
接商談の打診があり、これに応じることとなった。

商談成立から口座開設へ
・B社からは、その場で複数の見積もり依頼があり、その後も定期的に接触を重ねるなどした結果、取引開始に向けて
正式に交渉を行うこととなった。
・B社担当者がA社工場に足を運び、実際の製造ラインを確認するなどの過程を経て、商談会開催から約3ヵ月で両社
の受発注に向けた口座が開設されることとなった。

A社の声 大手企業を含む複数社と密度の濃い商談ができただけでなく、わずか3ヵ月で大手企業のB社と口座開設ができたこと
は極めて異例で、実りが多かった。
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